
（別添２） 

 

「全国学力・学習状況調査の今後の在り方等に関する地方公共団体の意見等につい

ての調査」における【平成 21 年度の調査の活用について】の結果（速報）について 
 

 

平成 21 年度の調査の活用については，平成 22年６月現在で設置されている都道府県・市区町村教育

委員会を対象とした「全国学力・学習状況調査の今後の在り方等に関する地方公共団体の意見等につい

ての調査」において，【平成 21 年度の調査の活用について】を調査しており，その結果（速報）は以下

のとおりである。 

 

※平成 22 年 7 月 16 日時点，1,583 教育委員会の回答を集計している。 

※21 年６月の調査については，20 年度調査の活用状況についての質問，20 年６月の調査については，

19 年度調査の活用状況についての質問である。 

 

 

 

＊Ｑ34：平成 21 年度調査の結果について分析・検証を行いましたか  

 

※20 年６月の調査においては，都道府県・指定都市教育委員会について，平成 19 年度文部科学省「学力調査の結果に基づく検証改善サ

イクルの確立に向けた実践研究」を実施し，調査結果の活用を進めたため，調査の対象としていない。そのため，都道府県・指定都

市教育委員会については，「行った」と回答したと分類して集計している。 

 

 

＊Ｑ35：結果を踏まえ，自ら，改善計画等の策定・更新を行いましたか（複数選択可） 

１．改善計画の作成又は更新を行った 

２．改善計画以外で，既存の計画や教育委員会への方針の反映を行った 

３．行っていない 

４．無回答 

行った                    行っていない                無回答 



 

 

 

 

＊Ｑ35 の回答状況：結果を踏まえ，自ら，改善計画等の策定・更新を行いましたか 

 

※22 年６月の調査については，「改善計画の作成又は更新を行った」，「改善計画以外で，既存の計画や教育委員会への方針の反映を行っ

た」と回答した教育委員会については「行った」に分類して集計している。21 年６月及び 20 年６月の調査については，「全国学力・

学習状況調査の結果を踏まえて新たに改善計画を策定したか，または作成した改善計画を更新した（ア）」，「ア以外の既存の計画や教

育委員会の方針への反映を行った（イ）」，「ア，イの両方とも行った」，「ア，イの両方とも行っていない」という選択肢であったため，

「全国学力・学習状況調査の結果を踏まえて新たに改善計画を策定したか，または作成した改善計画を更新した（ア）」，「ア以外の既

存の計画や教育委員会の方針への反映を行った（イ）」，「ア，イの両方とも行った」と回答した教育委員会については「行った」に，

「ア，イの両方とも行っていない」と回答した教育委員会については「行っていない」に分類して集計している。また，20 年６月の

調査においては，都道府県・指定都市教育委員会について，平成 19 年度文部科学省「学力調査の結果に基づく検証改善サイクルの確

立に向けた実践研究」を実施し，調査結果の活用を進めたため，調査の対象としていない。そのため，都道府県・指定都市教育委員

会については，「行った」と回答したと分類して集計している。 

 

＊Ｑ36：どのような施策の改善・反映を行いましたか（複数選択可） 

  １．指導資料や教材の作成 

  ２．教職員研修・授業研究等への支援 

  ３．教職員や非常勤講師の配置等への配慮 

  ４．上記以外の取組 

  ５．特に反映していない 

  ６．無回答 

 

 

 

 

行った                     行っていない              無回答 



 

 

 

 

＊Ｑ36 の回答状況：施策の改善・反映を行いましたか 

 

※22 年６月の調査については，「指導資料や教材の作成」，「教職員研修・授業研究等への支援」，「教職員や非常勤講師の配置等への配慮」，

「上記以外の取組」と回答した教育委員会については「はい」に，「特に反映していない」と回答した教育委員会については「いいえ」

に分類して集計している。21 年 6 月の調査のうち，指定都市を除く市町区村教育委員会に対しては，「全国学力・学習状況調査の結果

を踏まえた学校における具体的な改善の計画や取組に対し，学校の状況等に応じて，必要な指導・助言や支援等を行ったか」，「全国

学力・学習状況調査の結果を受けて，指導内容や指導方法等の改善を推進するため，指導資料や教材の作成等を行ったか」，「全国学

力・学習状況調査の結果を受けて，教職員研修・授業研究等への支援や教職員配置（非常勤講師を含む）への配慮などの教育施策の

改善に適切に反映したか」の質問において，１つ以上「行った」又は「反映した」と回答した教育委員会を「はい」に，すべて「行

っていない」又は「反映していない」と回答した教育委員会を「いいえ」に分類して集計している。 

 

 

＊Ｑ37：結果を踏まえ，家庭や地域に向けた取組等の周知・啓発を行いましたか 

 

 

 

 

 

 

 

＊Ｑ38：設置する学校における改善計画等に指導助言や支援を行いましたか（変更） 

 

 全ての学校に対し行った        特に必要と思われる学校に対し行った 

行っていない                     無回答 

はい                     いいえ                    無回答 



 

 

 

 

 

＊Ｑ39：（都道府県教育委員会においては）市町村教育委員会や市町村立学校における改善計画等に指導

助言や支援を行いましたか。（変更） 

          （グラフ内の数字は都道府県教育委員会数） 

 

 

 

 

＊Ｑ38 及びＱ39 の回答状況：学校（都道府県教育委員会においては，学校・教育委員会）における改善

計画等に指導助言や支援を行いましたか 

 

※22 年６月の調査については，「全ての学校に対し行った」，「特に必要と思われる学校に対し行った」，「その他」と回答した教育委員会

については「行った」に分類して集計している。 

 

全ての学校に対し行った   特に必要と思われる学校に対し行った 

その他           行っていない                無回答 

 行った           行っていない              無回答 


